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    * 地球環境・海洋部　気候情報課

  ** 気象研究所　環境・応用気象研究部

*** 気象研究所　環境・応用気象研究部（現　室蘭地方気象台）

1.　はじめに

　気候情報課では，都市気候モデルを用いたシミ

ュレーションを基に，ヒートアイランド現象の実

態やメカニズム解明のための調査を行っている

（気象庁，2005～ 2009）．シミュレーションに用

いるパラメータの一つである人工排熱量は，研究

機関や大学で作成されたデータ（以下，「既存デ

ータ」）を用いている．既存データとしては，妹

尾ほか（2004）によって作成された関東周辺域の

データセット（独立行政法人土木研究所）や鳴海

ほか（2002）による近畿地方のデータセット（大

阪工業大学の鳴海氏から提供）などが存在する．

前者は建物用途別の延床面積や交通量などのデー

タを基にエネルギー消費原単位を求めたもので，

後者は建物エネルギー消費実態調査の結果を参考

にして作成したエネルギー消費原単位やガソリ

ン・軽油販売実績などからエネルギー消費量を推

測したものである．これらのほかにも，人工排熱

量の調査を独自に実施している自治体もあるが，

当該自治体全体の排熱量は整備されても，メッシ

ュデータ化していない場合が多い．また，名古屋

市の人工排熱データ（名古屋市環境科学研究所提

供）では，2月と 8月について各メッシュ（500m）

の月合計排熱量が整備されているのみで，時別の

値は整備されていない．

　都市気候モデルを用いたシミュレーションによ

るヒートアイランド調査を行うためには，当該地

域における人工排熱量の分布が必要である．しか

し，前述したように，既存データはその作成手法

や作成時期が異なることや，シミュレーション対

象領域の全ての領域をカバーしていないなど，利

用に当たっての制限や課題が多い．これらの理由
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から，これまでの調査対象地域は，人工排熱デー

タを入手できた関東・近畿地方に限られてきた．

　人工排熱データの推定には，環境省（2004）に

よる人工排熱に関する調査のように，各排出源に

対してそれぞれ原単位を設定し，国土交通省国土

計画局が管理する Geographic Information System
（GIS：地理情報システム）のデータなどから面

積分することで得られる．しかしながら，この手

法で推定値を得るためには，個々の事業所や戸建

住宅の床面積の情報が GIS データとしてそろっ

ていなければならず，このような条件が満たされ

るのは現状では東京都 23区や多摩地域など，ご

く狭い領域に限定される．このため，このような

手法で全国一律で時別の人工排熱量を推定するの

は非常に困難である．

　そこで，月ごとに時別値が 500m メッシュで整

備されている東京都の人工排熱量データを予報変

数とし，対応する人口分布・事業所数・土地利用

データを説明変数とする重回帰分析を行い，それ

ぞれの重回帰係数を推定した．これらの説明変数

は日本全土で整備されているため，この重回帰係

数を用いることによって，任意地点の人工排熱量

を推定することが可能となる．本稿では，この手

法による推定手順を示すとともに，複数の既存デ

ータとの比較結果について報告する．

2.　データセット

　ここでは，回帰式を求めるために用いたデータ

セットの概要を示す．また，回帰式の検証のため

に用いた既存の人工排熱データの概要についても

簡単に記す．

　重回帰分析の予報変数となる既存の人工排熱デ

ータとしては，月平均の時別値が建物延床面積の

GIS データや交通量の実測データから作成されて

いる，東京都の人工排熱データを用いた．

　重回帰分析の説明変数としては，人工排熱の排

出源，若しくはそれに関連していると考えられ，

かつ全国的に整備されているデータが必要であ

る．人工排熱の排出源は，日常生活では調理など

のための燃焼や空調設備による熱交換，事業活動

では事業所での空調，運搬・移動に使われる自動

車による直接的な熱の排出などが主なものと考え

られる．このため，本調査では，全国規模で整備

されている人口分布データ，事業所数分布データ

（上記二つはいずれも地域メッシュ統計データ），

国土数値情報土地利用データを重回帰分析の説明

変数として選択した．

　回帰式の検証用データとしては，妹尾ほか

（2004）による（東京都を除く）関東 6県のデー

タセット，鳴海ほか（2002）による近畿地方のデ

ータセット，及び，名古屋市環境保全局（1996）
による名古屋市のデータセットの 3種を用いた．

2.1　東京都の人工排熱データ

　東京都の人工排熱データは，エネルギー利用に

伴う排熱量と道路交通に伴う排熱量を 4次メッ

シュ（国土数値情報 500m メッシュ）で月平均し

た時別値として与えられている．このうちエネル

ギー利用に伴う排熱量は，東京都都市計画地理情

報システムの平成 8，9年度建物用途データ（東

西方向 250m，南北方向 308m）を元データとし，

建物用途別の延床面積に単位面積当たりの建物用

途別・エネルギー使用用途別のエネルギー消費量

原単位を掛けることで年間のエネルギー消費量を

求め，さらに既存調査を参考にして毎時排熱量を

月別に整理したデータセットとなっている．また，

道路交通に伴う排熱は，一般交通量データと道路

交通センサス（全国道路街路交通情勢調査）によ

る現況 OD 表（自動車起終点調査によって，ゾー

ン間の交通の移動量を表（行列）形式で表現した

もの）を用い，幹線道路と細街路に分けて集計さ

れている．データセットの作成については，妹尾

ほか（2004）に詳しい．

2.2　地域メッシュ統計

　説明変数のうち人口分布データと事業所数分布

データについては，総務省統計局・政策統括官・

統計研修所のホームページ（http://www.stat.go.jp/
data/mesh/teikyo.htm）から，東京都の人工排熱デ

ータや用いた国土数値情報の土地利用メッシュ

（平成 9年度版）の収録時期に近い，平成 12年度

版人口総数（以下，居住人口）と平成 13年事業所・

企業統計調査 - 世界測地系の事業所データの従業

者数を用いた．データは 1km メッシュである．
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2.3　国土数値情報の土地利用メッシュ

　土地利用メッシュデータについては，国土交

通省国土計画局参事官室のホームページ（http://
nlftp.mlit.go.jp/ksj/index.html）から，東京都の人

工排熱データの収録時期に近い平成 9年度版を用

いた．データ解像度は 1km メッシュである．土

地利用の種別は，田，その他の農用地，森林，荒地，

建物用地，幹線交通用地，その他の用地，河川地

及び湖沼，海浜，海水域，ゴルフ場となっている．

2.4　関東地方 6県の人工排熱データ

　関東地方 6県の人工排熱データは，東京都の人

工排熱データと同様，妹尾ほか（2004）で整備さ

れたものである．東京都におけるデータがメッシ

ュでの情報から作成されたのと異なり，これらの

データは県全体での人工排熱量を，細密数値情報

（10m メッシュ土地利用）と国土数値情報の商業・

業務用地，公共公益施設用地，建物用地の存在す

る割合を基にして各メッシュに配分されたもので

ある．なお，各自治体におけるデータは，自治体

独自で取り組んでいるため，分類区分，算出方法，

算出年などは同様ではない．道路交通に伴うエネ

ルギー消費量については，東京都と同様，一般交

通量データとセンサスベース現況 OD 表を用いた

集計がされている．

2.5　近畿地方の人工排熱データ

　近畿地方の人工排熱データの作成手法は，鳴海

ほか（2002）で紹介されている．人工排熱量は以

下に示す民生部門，産業部門，交通部門の三つの

値の和である．なお，データは，3次メッシュ（国

土数値情報 1km メッシュ）で作成されている．

●民生部門

　民生部門の排熱データについては，1km メッ

シュごとに建物用途別熱需要量（推計に用いた建

物用途別エネルギー消費原単位には関西地区建物

エネルギー消費実態調査の結果を参考）を月別時

刻別に推計し，建物用途別機器比率や空調機器比

率，機器別排熱特性などからメッシュごとに算出

した．

●産業部門

　産業部門の排熱データについては，大気汚染物

質排出量総合調査（環境省：平成 11年度）に記

載されている燃原料使用量データを基に，燃焼機

器別・燃焼種類別の排熱発生率からメッシュごと

に算出した．

●交通部門

　交通部門の排熱データについては，自動車由来

の窒素酸化物に関する排出分布メッシュ情報と各

府県別のガソリン・軽油販売実績値からメッシュ

ごとに算出した．鉄道は大阪府のみを対象に整備

されたデータが用いられている．

2.6　名古屋市の人工排熱データ

　名古屋市のデータの作成手法については，名古

屋市環境保全局（1996）で紹介されている．人工

排熱量は，以下で示した電力，都市ガス，運輸，

工場・事業所の四つの部門の値の和とする．その

作成において使用した土地利用についても示し

た．なお，データは 4次メッシュ（国土数値情報

の 500m メッシュ）で作成されている．

●電力部門

　電力部門の排熱データについては，平成 4年の

中部電力（株）営業所別電力使用データを集計し，

年間使用量を全て熱量に換算した．その合計値を

土地利用のメッシュごとの面積割合により配分し

た．

●都市ガス部門

　都市ガス部門の排熱データについては，平成 4
年の東邦ガス（株）の区別ガス使用量の合計を集

計した．その合計値を土地利用のメッシュごとの

面積割合により配分した．

●運輸（自動車・船舶・航空機）部門

　運輸部門の排熱データについては，熱排出量を

窒素酸化物の排出量から算出した．窒素酸化物の

排出量から燃料使用量を求め，これに単位燃料当

たりの発熱量を掛けて熱排出量とした（2，8月
での配分は日数計算により求める）．
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●工場・事業所部門

　工場・事業所部門の排熱データについては，大

気汚染物質排出量総合調査票の燃料使用量に燃料

別の排熱量を掛けて算出した（2，8月での配分

は日数計算により求める）．

●土地利用

　土地利用については，人工土地被覆（住居系，

商業系，工業系，道路・鉄道，その他の用途）「平

成 4年度メッシュ別用途地域別土地利用別面積及

び面積比率データ」を参考にした．

2.7　各地域による人工排熱データについて

　本調査で取り扱った，関東地方（東京都含む），

近畿地方，東海地方の人工排熱データセットにつ

いては，本項で示したように，地域によって，作

成者（機関）や分類区分，作成手法，作成時期な

どが異なるため，単純に値を比較できないことに

注意しなくてはならない．

3.　重回帰係数の推定

　重回帰分析は，データセットの 4km 格子化，

最小二乗法による重回帰係数の推定，ステップワ

イズ法（変数増減法）による説明変数の取捨選択

の順で行う．本章では，それらの手順の説明と，

取捨選択された説明変数の寄与率について考察す

る．

3.1　データセットの 4km 格子化

　重回帰分析では，予報変数として東京都の人工

排熱データを，説明変数として，地域メッシュ統

計による居住人口，従業者数，国土数値情報によ

る土地利用面積の各データセットを使用する．重

回帰分析を行う前には，これらのデータを全て統

一した格子に再配置する必要があるので，基準と

する格子として，気候情報課で使用している都市

気候モデルの 4km 格子（デカルト格子）を採用

した．

　東京都の格子の人工排熱量（Wm-2）について

は，4次メッシュ（国土数値情報の 500m メッシュ）

の中央位置が都市気候モデルでの 4km 格子の範

囲に入るメッシュを抽出し，4km 格子での平均的

な人工排熱量を算出した．なお，東京都に位置す

る 4km の格子は 78個である．

　居住人口と従業者数については，3次メッシュ

1km 格子の中央位置が，都市気候モデル 4km 格

子系で解析対象とする 78個の東京都の格子に入

るものを抽出し，その平均値を求めた．データセ

ットの単位は，それぞれ 4km 格子での平均居住

人口密度（人 km-2），4km 格子での平均従業者数

密度（人 km-2）となる．

　国土数値情報の土地利用メッシュの 11種別に

ついては，1km 格子の中央位置が都市気候モデ

ルでの 4km 格子の範囲に入るメッシュを抽出し，

種別ごとに占有する面積の割合を算出した．値は

それぞれの種別ごとに 0から 1の値となる．

3.2　重回帰分析

　重回帰分析については，東京大学教養学部統計

学教室編（1991）やその他の専門書に詳しいので，

ここでは概略を記す．今回適用するモデルには，

M個の説明変数を持つ線形重回帰方程式を用い

る．

　解析するデータセットに最もよく適合する偏回

帰係数の組を求めるため，ここでは最小二乗法を

使用する．具体的には，誤差項の平方和

を考え，各偏回帰係数  による偏微分が

ゼロとなる次の連立方程式を解く．

 ,   ，      …　

この連立方程式の解を  とすると，説明

変数  で説明される目的変数（ここで

は人工排熱量）の回帰値  が以下の式で計算さ
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れる．

 

モデルとする重回帰方程式と最小二乗法で推定さ

れた偏回帰係数  のセットによって完全

に目的変数が説明されない限り，この式から得ら

れる  はオリジナルの目的変数 iY  とは違った値

が計算される．モデルの適合性を示す指標とし

て，決定係数  が利用される．これは，オリジ

ナルの目的変数群の平均  を基準として，推定

された重回帰方程式で説明された回帰値  の変

動  と，オリジナルの目的変数 iY  の変動 
 から以下の式で評価されるものである．

 

このように，決定係数  は，回帰値  の変動が

どの程度の割合で目的変数 iY  の変動を説明でき

ているかを表している．そのほか，重回帰式の妥

当性の指標として重相関係数が使われることもあ

るが，これは決定係数の平方根で求められる．

3.3　F 判定とステップワイズ法（変数増減法）

　ステップワイズ法とは，説明変数の候補から予

測や判別に有用な順に説明変数を採用するための

方法である．後述する F値による検定によって，

説明変数の採用と除去が決定される．

　重回帰分析において，複数の説明変数のうちい

くつかは目的変数を説明していないのではないか

（例えば 2個目と 3個目が説明に寄与しないとす

ると  かつ  など），ということを検定

する際には，F 検定を行う．検定したい仮説（帰

無仮説）として

　H0：  かつ 
を，その対立する仮説（対立仮説）として

　H1：  または 
を考える．H0が成立するとして重回帰方程式を

推定した場合の回帰残差の平方和  
と，H1が成立するとした場合の回帰残差の平方

和  を計算する．このとき，統計量

F は次のように計算することができ，H0が成立

する場合にはこの統計量が F 分布に従うとされ

ている．

 

この統計量 Fを計算し，F 分布表などからパーセ

ント点  を求め，

 

であれば，帰無仮説 H0は成立しないと判定する

（F 判定）．

　ステップワイズ法では，最初に目的変数 iY  と
複数の説明変数それぞれとの単相関係数を求め，

単相関係数が一番大きかった説明変数（仮に  
とする）を第 1候補として回帰方程式に組み入れ

て回帰式を求める（下式）．

 

　次に，この式では説明できなかった部分（回帰

残差：  ）とほかの説明変数との単相関係数

を求め，相関が良かった説明変数（仮に  とす

る）を 2番目の候補として回帰方程式に組み入れ

るかどうかを F 検定によって判定する．この際

の帰無仮説は  ，対立仮説は  である．

判定の結果，帰無仮説が支持されれば，現時点で

の  の組込みは見送られ，次に相関の良かった

説明変数を候補として F 検定を行う．帰無仮説

が棄却された場合には，  を説明変数として導入

する．

 

　さらに，回帰残差との単相関の良い説明変数を

3番目の候補（仮に  とする）として F 検定を

実施し，この説明変数を導入する効果を判定する．

このように，徐々に説明変数を加えていくのは変

数増加法と同じであるが，ステップワイズ法では，

説明変数が三つ以上となった場合には，第 1候補

であった説明変数に対しても F 検定をあらため

て実施し，候補から外される可能性も考慮すると

ころが異なっている．例えば，説明変数  の寄

与は  と  の 2変数を考慮することで十分説明
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可能な場合，  は除外される（ただし，ステップ

が進むとまた復活する場合もある）．

　このような判定ステップを繰り返すことによ

り，より適切な説明変数の組を抽出でき，最終的

に，

 

などといった重回帰式を得ることができる．

3.4　データセットへの適用結果

　第 3.1節で整備した東京都の範囲にある 78個
の 4km 格子のデータセットを使用し，人工排熱

量を予報変数，居住人口密度と従業者数密度，11
種別の面積比の計 13個を説明変数として，各月，

各時間別（12か月 24時間，計 288例）にステッ

プワイズ法を適用した．なお，変数選択時の F 検

定で用いる F 値の閾値は，F 分布のパーセント値

から求める必要があるが，本調査では簡略化のた

め 2で固定した．

　ステップワイズ法の適用の結果，全ての適用例

において，居住人口密度と従業者数密度，幹線交

通用地面積比の三つの説明変数が抽出された．数

例の適用結果では，これら三つの説明変数に加え

て，他の土地利用種別の面積比などが抽出される

場合も見られた．しかしながら，その説明変数を

回帰式に導入した場合の回帰残差平方和の減少量

は，上記三つの説明変数をそれぞれ導入した場合

の残差平方和の減少量に比べて非常に小さく，寄

与度は小さいことが分かった．

　このため，説明変数を居住人口密度と従業者数

密度と幹線交通用地面積比の三つに限定し，あら

ためて全 288事例についての重回帰式を求めた．

各説明変数の偏回帰係数と定数項を APPENDIX
に示す．

　今回求めた重回帰式には，定数項が存在し，さ

らにはそれが負の値を持つ場合も見られる．この

まま回帰値を求めると，居住人口密度，従業者数

密度，幹線交通用地面積比の値が全て 0で明らか

に人工排熱が存在しないと思われる格子でも一定

の人工排熱推定量が見積もられる．また，説明変

数の値にもよるが，回帰値が負となる格子も計算

される可能性がある．APPENDIX に示した偏回

帰係数を用いて人工排熱量を推定する場合には，

このような点に注意し，明らかに都市ではない格

子や推定式により算出した値が負となった格子に

ついては人工排熱量を 0Wm-2 とするなどの処理

が必要である．

　これらの回帰式から得られた 8月の 5時と 15
時について，既存データと推定量の散布図及び

15時における回帰直線を第 3.1図に示す．15時
について，相関係数は 0.97，決定係数（R2）は

0.94である．切片を 0としたグラフの傾きは 0.97
で良い再現性を示す（若干の過小評価）．回帰直

線から外れる格子も存在するが（第 3.2図），こ

れは，既存データが用途別建物の延床面積を基に

作成されているのに対し，推定量では，従業者数

や居住人口数などを基に作成しているためであ

る．特に都心域のような従業者数や居住人口数が

大きな格子については，広い緑地や公園などが含

まれる場合は，これらの説明変数の値が著しく変

わり，推定量の変動が大きくなるためである．な

お，夜間については，既存データと推定量の値が

それぞれ小さいため，差は小さい．

第 3.1図　東京都における 8月の人工排熱量の既存

データ（横軸）と推定値量（縦軸）のプロ

ット図（Wm-2）

　5時（赤ひし形）と 15時（黒丸）を表す．直線

は 15時における回帰直線（切片を 0とした），点線

は傾きが 1，切片が 0の線を示す．
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3.5　説明変数の寄与

　ここでは，求めた重回帰式の特徴をつかむため，

三つの説明変数の人工排熱推定量に与える寄与に

ついて考察する．偏回帰係数そのものは，説明変

数の単位や広がりに依存して単純な比較はできな

い．このため，各説明変数の分散を 1に規格化し

た標準化偏回帰係数を計算し，第 3.3図に示す．

　日中は，従業者数密度の標準化偏回帰係数が最

も大きく，夜間の回帰式では居住人口密度の標準

化偏回帰係数が最も大きいことが見てとれる．一

方，幹線交通用地については，日中に減少する傾

向が見られるものの，他の説明変数と比べると係

数は小さい．これらの特徴は 1～ 12月を通じ見

られた．

　標準化偏回帰係数は，各時刻における回帰式で

の説明変数の寄与を表すが，例えば夜間に大きな

寄与を持っていても，総排出量が小さければ，実

際の排出量としては多くないことになる．第 3.4
図では，各説明変数による実際の排出量が時間的

にどのように変化しているのか，東京都の中心

部（大手町を中心とする周辺 4格子）における人

工排熱推定量を例にとって積み上げ棒グラフで示

す．人工排熱量は 1月，8月ともに朝方から日中

にかけて大きくなるが，寄与が最大なのは従業者

数である．一方，夕方から明け方にかけての人工

排熱量は小さくなる中，居住人口密度が最大の寄

第 3.2図　8月の 15時における人工排熱推定量から

既存データを引いた差の値（Wm-2）

　赤色が正，青色が負を示す．

第 3.3図　人工排熱量を推定する重回帰式における各

説明変数（赤線：人口，青線：従業者数，緑

線：幹線交通用地）の各時間の標準化偏回帰

係数（各時刻における各説明変数の寄与を標

準化した値を，時系列図にして示した）

　図は，1月（上図）と 8月（下図）を表す．

与をもたらしていることがわかる．居住人口密度

だけではなく，従業者数密度の分布も説明変数と

して取り入れていることにより，人間活動の中心

が住宅街（居住人口密度で代表）とオフィス街（従

業者数密度で代表）とで時間とともに移り変わる

様子が表現されているようで非常に興味深い．冬

季と夏季の違いを見ると，1月において居住人口

による寄与が朝方と夕方以降で明瞭に増加し，極

大となる点は 8月の場合と異なる傾向となってい

る．これは，給湯や暖房などによる排熱が冬季に

大きくなるという特徴が表れているためと推測さ

れる．

　今回，説明変数として使用した地域メッシュ統

計と国土数値情報の土地利用データセットは，東

京都に限らず全国一律に整備されている．このた

め，本調査で求めた重回帰式をこれらのデータセ
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第 3.4図　東京都大手町の地点を中心とする周囲 4格
子で平均した推定人工排熱量と推定に用いた

重回帰式の各説明変数（赤：人口，青：従業

者数，緑：幹線交通用地，水色：定数）の寄

与（Wm-2）

　図は，1月（上図）と 8月（下図）を表す．

第 3.5図　8月の 15時における重回帰分析により推定した人工排熱量（Wm-2）

ットを基にして全国に適用すれば，人工排熱量の

推定量を全国一律に時別で推測することが可能で

ある．一例として，8月の 15時用の重回帰式か

ら推定される人工排熱の推定量の全国分布を第

3.5図に示す．推定された人工排熱量は，関東地

方，近畿地方，東海地方の 3大都市圏で特に大き

い様子が見られる．また，札幌や福岡など，地方

においても周囲に比べ大きな値となっており，想

定される分布が得られている．他方，東北自動車

道や関越自動車道など，高速道路での排熱が目に

つく．これは，東京都の交通量データから得られ

た既存の人工排熱データを基に重回帰分析を行っ

た結果であるため，日本全国で東京都と同等の交

通量があると考えた場合の排熱量が推定されてい

るからである．関東周辺や近畿・東海などの大都

市圏においては，この幹線道路からの推定排熱量

はおおむね正しいと思われるが，交通量の少ない

高速道路などにおいては過大評価となっているで

あろう．道路の交通量などのデータセットから補

正をかけるなど，更なる改良の余地は残っている．

　これらの大都市における人工排熱推定量の月変

動を見るため，各都市に存在する管区気象台，地

方気象台付近の格子を抽出し，各月における日平

均人工排熱推定量を求めた（第 3.6図）．各都市

全て，冬季における値が大きく，次いで夏季の値
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が極大となることがわかる．1年を通して，東京

や大阪の中心域付近は他の都市に比べて 2倍以上

も大きい人工排熱量が推定された．

4.　人工排熱推定量と既存データとの比較

　既存の人工排熱データを用いて，推定量との差

を求めることで推定値の精度を調べた．重回帰分

析で使用した東京都以外の既存の人工排熱データ

として，第 2.4節～第 2.6節で示した関東地方 6県，

近畿地方，名古屋市の各データセットを使用する．

4.1　関東地方 6県

　第 4.1図に 8月 15時の人工排熱量の推定量を

示す．都心域を中心に値が大きい格子は広がり，

周囲の県にかけて線状にのびている．各県につな

がる線状の排出域は，高速道路での排出を表現す

るものである．従業者数密度や居住人口密度が多

い，各県庁所在地においても人工排熱が多く推定

されている．推定量と既存データとの差（第 4.2
上図）は，ほとんどの格子で± 15Wm-2 の範囲に

納まっているが，都市域で負偏差（神奈川県の都

市域では -40Wm-2 の格子も見られる），それ以外

の地域で正偏差となる傾向があった．この要因に

ついて，関東地方 6県の既存データは，県全体の

排熱量を国土数値情報の土地利用を基に分配し推

定されているのに対し，重回帰式による推定量で

は，居住人口数や従業者数を基に求められている

ため，人工被覆化しているが，居住人口数や従業

第 3.6図　推定人工排熱量（各都市の官署付近の 4格
子平均）の月別値の比較（Wm-2）

　値は各月における日合計値を 24で割った 1時間当

たり値を示す．

第 4.1図　関東地方における 8月の 15時の人工排熱

推定量（Wm-2）

第 4.2図　関東地方における 8月の 15時の人工排熱

推定量から既存データの差（Wm-2）

　下図に東京湾周辺の拡大図（上図中の黒四角域）を

示した．赤色が正値，青色が負値を示す．
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者数が比較的少ない格子については過小となるた

めと考えられる．

　第 4.3図に関東地方 6県における 8月の 15時
の既存データと推定量のプロット図（Wm-2）を

示す．相関係数は 0.91，決定係数（R2）は 0.82
である．グラフの傾きは 0.73（切片を 0とした）で，

既存データに比べ推定量は全体として若干過小な

見積りとなっている．5時においては，相関係数

は 0.91，決定係数（R2）は 0.83，グラフの傾きは

0.89（切片を 0とした）で日中に比べてやや傾き

は大きく，過小評価は改善される．この結果は 1
月においても同様であった．これらから，重回帰

式によって推定した人工排熱量の再現性は，一部

を除いておおむね良好であると考えられる．

4.2　近畿地方

　近畿地方において推定される人工排熱分布は，

大阪・神戸・京都といった都市域を中心に大きな

値の分布が広がっている．8月の 15時には，大

阪の都市域で人工排熱推定量が 90Wm-2 を上回る

地域も見られた（第 4.4図）．

　第 4.5図に，人工排熱推定量と既存データとの

差分の一例を示す．8月の 15時の差分図（右図）

では，大阪の都市域中心部や京都付近で差が約

+40Wm-2 の格子がある．一方，大阪の周辺地域や

神戸には顕著な負の格子があり，特に大阪の湾岸

域では既存データが推定量より 100Wm-2 以上大

きい地域も存在している．このように大きな差が

現れるのは湾岸の工業地域で，日中に限らず朝方

の 5時においても約 -50Wm-2 を示す格子が見られ

る．このような湾岸工業地域では，都市域に比べ

居住人口密度や従業者数密度が少ないものの排熱

量が顕著に大きいことが想定され，このため，都

市域と同じ回帰式で表現した場合に過小評価とな

ったものと思われる．

　第 4.6図には，近畿地方における 8月 15時の

既存データと推定量の散布図を示す．赤丸は既存

データとして，民生部門，産業部門，交通部門の

和を取ったもので，青四角は既存データとして民

生部門と交通部門のみの和を取ったものである．

左図（0 ～ 100Wm-2）と右図（0 ～ 400Wm-2）で

は軸のスケールが異なることに注意．

　排熱量を三部門の合計で評価した場合，相関係

数は 0.34，決定係数（R2）は 0.11 だった．グラ

フの傾きは 0.17（切片を 0とした）で，推定した

値は既存データに比べて極めて過小である．5時
についても（図略），相関係数は 0.66，決定係数（R2）

は 0.43，グラフの傾きは 0.40（切片を 0とした）

で，15時ほどではないものの，推定量は過小な

第 4.3図　関東地方 6県における 8月の 15時の既存

データ（横軸）と推定量のプロット図（Wm-2） 
　直線は回帰式直線（切片を 0とした），点線は傾き

が 1，切片が 0の線を示す．

第 4.4図　近畿地方における 8月の 15時の人工排熱

推定量（Wm-2）
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第 4.5図　近畿地方における人工排熱推定量から既存データを引いた差の値（Wm-2）

　左図は 8月の 5時，右図は 8月の 15時を示す．赤色が正値，青色が負値を示す．既存データが存在する範

囲を示した．

第 4.6図　近畿地方における 8月の 15時の既存データ（横軸）と推定量（縦軸）のプロット図

　単位は Wm-2．赤丸（既存データを「民生部門」，「産業部門」，「交通部門」の和とした場合）と青四角（既

存データを「民生部門」，「交通部門」の和とした場合）を示している（よって，赤丸と青四角の差は「産業

部門」の差を表す）．右図は左図の黒四角の範囲を示しスケールが異なる左図は 0～ 400Wm-2，右図は 0～
100Wm-2）．赤線は赤丸についての回帰直線（切片を 0とした），青線は青四角についての回帰直線（切片を 0 
とした），点線は傾きが 1，切片が 0の線を示す．

見積りだった．これは，既存データにおいて，日

中を中心とする湾岸地域での排熱量が顕著に大

きい格子が数点あることが原因である．第 4.6図
を見ても，人工排熱推定量が 50Wm-2 未満である

にもかかわらず，既存データが 100Wm-2 から約

400Wm-2 と非常に大きな値に達する格子の存在が

見られる．この既存データに見られる顕著に大き

な値は，湾岸域の工業地帯で見られることから，

大規模な工場の煙突などから排出される熱量によ

るものと考えられる．これらの影響を除くため，

試みに 15 時における既存データの値が 50Wm-2

以下の格子のみについて評価したところ，相関係
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数は 0.87，決定係数（R2）は 0.73，グラフの傾き

は 1.04（切片を 0とした）となった．このため，

大規模な工業地帯域以外においては，この方法は

良い近似を与えると考えられる．

　既存データを民生部門，交通部門の和とした場

合（青四角）の相関係数は 0.92，決定係数（R2）

は 0.84，グラフの傾きは 1.48である．このように，

産業部門全てを除外すると，人工排熱推定量が過

大評価となる（既存データが小さすぎる）ことか

ら，人工排熱推定量が全く産業部門を表現しない

というわけではないことがわかる．

　第 4.7図には，大阪管区気象台近傍の 4格子平

均（以下大阪と称する）における 8月平均値各時

間の人工排熱推定量（及び各説明変数の寄与）を

示す．比較のため既存データや大手町付近の 4格

子平均（以下東京と称する）のデータについても

示している．各時間における大阪の人工排熱推定

量の各説明変数の寄与の特徴は，東京の場合と同

様で，夜間は居住人口密度の寄与が大きく，日中

は従業者数密度の寄与が大きい．また，各時間の

推定量は既存データとおおむね良い近似であるこ

とがわかる．さらに，大阪の推定量の幹線交通用

地面積比と既存データの交通部門の寄与がほぼ同

様な値だった．

　東京の値と比較すると，大阪の人工排熱推定量

のピーク値は東京の値を上回る結果となってお

り，既存データでも同様である（第 4.7図）．こ

のように，人工排熱が特に大きな都市間比較にも

有効であろうことが示唆された．

第 4.7図　大阪（官署付近）の 4格子で平均した 8月の推定人工排熱量と既存データの比較（Wm-2）

　大阪における推定量は暖色，既存データは寒色で示す．実線は合計，点線は内訳を示す．白抜き

の丸は推定量，黒四角は既存データを示す．比較のため東京（大手町付近）についても示す（黒色）．
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4.3　名古屋市

　人工排熱推定量は，東海地方では名古屋市を中

心に大きな格子が広がっており，8月 15時では

都心域で約 30Wm-2 の格子があった（第 4.8図）．

　既存データは月合計値のみが整備されているこ

とから，人工排熱推定量も月合計値を計算した上

で，両者の比較を試みる．推定量と既存データと

の差は，ほとんどの格子でその差は小さかったが，

第 4.9図から約 -12000Wm-2（日合計値に換算する

と約 400 Wm-2）や都市域付近で約 +6400Wm-2（日

合計値に換算すると約 210Wm-2）など，ばらつき

がある格子もあった．

　第 4.10 図に，8 月合計値で比較した既存デー

タと推定量のプロット図を示す．相関係数は

0.81，決定係数（R2）は 0.65 だった．グラフの

傾きは 0.88（切片を 0とした）．根平均二乗誤差

（RMSE）は 3171Wm-2（日合計値に換算すると

約 110Wm-2），バイアスは -784Wm-2（日合計値に

換算すると約 -26Wm-2）であった．また，2月で

は，相関係数は 0.82，決定係数（R2）は 0.67，グ

ラフの傾きは 1.15（切片を 0とした），RMSE は

3368Wm-2（日合計値に換算すると約 120Wm-2），

バイアスは 1272Wm-2（日合計値に換算すると約

45Wm-2）だった．

第 4.8図　東海地方における 8月の 15時の人工排熱

推定量（Wm-2）

第 4.9図　名古屋市における 8月の人工排熱推定量の

月合計値から既存データ（月合計値）を引い

た差の値（Wm-2）

　赤色が正値，青色が負値を示す．

第 4.10図　名古屋市における 8月の既存データと推

定量のプロット図（Wm-2）

　直線は回帰直線（切片を 0とした），点線は傾きが 1，
切片が 0の線を示す．値は月合計値．
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4.4　推定量と既存データの比較についての注

意点

　本項では，重回帰解析から推定した人工排熱推

定量について，既存データとの比較による精度調

査を行った．人工排熱推定量は東京都の人工排熱

データを基に作成しているため，季節変化は東京

のライフスタイルに似たものとなっていることが

予想される．特に札幌や東北，北陸など，東京と

明らかに気候が異なる地域については，精度調査

や検証，あるいは全く別の回帰式の推定が必要で

あると考えられる．

5.　まとめ

　全国の都市や付近の地域において，一律な条件

でヒートアイランド現象に関するシミュレーショ

ン調査をするために必要な人工排熱量を，全国で

整備されている地域メッシュ統計や国土数値情報

を用いて，毎月，時間別で整備されている東京都

の人工排熱量を基に，人工排熱量を重回帰分析に

より推定した．ステップワイズ法から居住人口密

度，従業者数密度，交通幹線用地面積比が説明変

数として妥当であることが示され，これら三つの

説明変数の基，人工排熱量を推定する重回帰式を

決定した．

　人工排熱量は朝方から日中にかけて大きくなる

が，標準化偏回帰係数による各説明変数の寄与の

解析から，日中最も大きな寄与を与える説明変数

は従業者数密度であることが示された．人工排熱

量の人間活動による変動を表現する上で，居住人

口や幹線交通用地のほかに，ここで用いた従業者

数密度が有効な説明因子であることが示唆され

る．このように，算出した人工排熱推定量には，

日中は産業活動，夜間は生活活動の寄与が大きい

という日変化が示され，また，季節の違いなどの

人間のライフスタイルも表現されていた．

　関東地方 6県，近畿地方，名古屋市において，

今回実施した重回帰分析とは独立な，既存のデー

タセットと比較した結果，都市域においては，一

部を除いておおむね良い推定値が得られた．全て

の季節（月）において，時別でメッシュ化された

人工排熱データを自治体や研究機関などから得る

ことは困難であるが，今回求めた重回帰式を適用

すれば，任意の地域，季節で排熱量を推定するこ

とができる．

　しかし，課題点や排熱量の改善の余地もある．

一つは，近畿地方の既存データで見られたように

大規模な工場からの顕著に大きい排熱の熱量の取

扱いである．今回推定した重回帰式では，このよ

うな局所的に存在する工場などからの大きな排熱

は表現できていない．これは，推定のもととした

東京都の人工排熱データには，工場の煙突などか

らによる排熱量が考慮されていないためである．

　そのように大きな排熱が地上気温に与える影響

を湾岸域での排熱が顕著な近畿地方を対象に，気

象庁気候情報課が管理している都市気候モデル

（気象庁，2005～ 2009）を用いて見積もった結果，

排熱が大きな地点の周辺（約 8km）程度の地域で

0.5～ 1.0℃程度の寄与があることが推測された．

このような大規模な工場からの排熱は，接地層よ

りも高い煙突から排出されていると考えられるこ

とから，地上付近での事務所や民生等の活動によ

るものに比べ，地上付近の気温への影響は比較的

小さくなる可能性がある一方，排熱量が非常に大

きなことから，無視することができないとも考え

られる．このように，局所的な排熱の考慮や大気

モデルへの組み込み手法も含め，取扱いについて

の注意が必要である．

　もう一つの課題は，推定量が東京都の人工排熱

データのみを基に見積もられている点である．東

京と明らかに気候が異なる地域については，精度

調査や検証，あるいは全く別の回帰式の推定が必

要である．

　本調査によって推定した人工排熱量は，気象モ

デルにおける境界値として，今後のシミュレーシ

ョンによるヒートアイランドの調査で活用される

ことが期待される．その一方，不確実性な要素が

含まれることにも留意が必要である．シミュレー

ションによるヒートアイランドの調査結果の精度

を向上させるには，気象モデルの改善，更新はも

ちろんだが，境界値である人工排熱量の見積方法

の考案や改善，また，気象モデルにおける人工排

熱量の取扱方法についてもより詳細に考慮するこ

とが重要であり，今後の課題と考える．

　最後に，本調査により考案した人工排熱量の
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第Ⅰ表

※ 1　回帰係数の値は指数表記とした．

※ 2　表中の説明変数について，人口と従業者数は密度（人 km-2），幹線交通用地は面積割合（0から

1の値）とする．

※ 3　説明変数（人口，従業者，幹線交通用地）の値が全て 0となる格子や推定した値が負となった

格子については人工排熱量を 0とした．

APPENDIX －Ⅰ

　人工排熱量の推定量を算出する重回帰式における係数と定数項（1月～ 6月）
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APPENDIX －Ⅱ

　人工排熱量の推定量を算出する重回帰式における係数と定数項（7月～１2月）

第Ⅱ表

※ 1　回帰係数の値は指数表記とした．

※ 2　表中の説明変数について，人口と従業者数は密度（人 km-2），幹線交通用地は面積割合（0から

1の値）とする．

※ 3　説明変数（人口，従業者，幹線交通用地）の値が全て 0となる格子や推定した値が負となった

格子については人工排熱量を 0とした．


